市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 24 年 4~ 8 月 議決 分 ) 
※ 市 議会 分 の 平成 24 年 4 7 月 議決 分 は 7 月 10 日 現在 で 掲載 済 
平成 24 年 8 月 10 日 現在 





意見 書 の 内 容 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 7 月 10 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】「MV 2 2 オス プレ イ 」 の 配備 中 止 を 求め る 意見 書 


沖縄 の 普天 間 基 地 へ の 配備 予定 の 米 海兵 隊 の 垂直 離着陸 輸送 機 TMV 2 2 オス プレ 
イ 」 は 、 沖 縄 県 内 だ け で な く 、 全 国 各 地 で 低空 飛行 訓練 を 行う こと が 明らか と な っ て 、 
住民 の 不安 と 怒り が 広がっ て いま す 。「 オ スプ レイ 」 は 、 開 発 段階 か ら 墜 落 事 故 を 繰り 
返し 、6 月 に は アメ リカ の フロ リ ダ で 墜落 事故 を 起こ し た ば か り で す 。 米 国 の 専門 家 も 、 
自動 回 転 装置 が な い 欠 陥 機 で ある と 指摘 、 日 本 の 航空 法 で は 、 飛行 を 許可 され な いも の 
で す 。 

米 軍 に よる と 、 訓練 は 日 本 全土 の 米 軍 が 指定 し た 訓練 ルー ト で 、 夜間 も 含め て 低空 飛 
行 を 行う と し て お り 、 こ の うち 「 グ リー ン ル ー ト 」 と 称す る 訓練 ルー ト は 、 東 北 の 青 森 ・ 
岩手 ・ 宮 城 ・ 福 島 を つなぐ コー ス で あり 、 県 内 へ の 飛来 に よる 事故 等 が 心配 され ます 。 

米 軍 機 の 騒音 、 墜 落 の 危険 で 今 も 苦し め ら れ て いる 沖縄 県 で は 、 県 知事 を は じ め 、 県 
議会 、41 市 町 村長 と 議会 が すべ て 配備 に 反対 し て いま す 。 

全国 知事 会 も 昨日 、「 自 治 体 や 住民 が 懸念 する 安全 性 の 確保 の で き て いな い 現 状 で は 
受け 入れ で き な い 」 と し て 、 配備 や 国内 で の 低空 飛行 訓練 に 反対 する 緊急 決議 を 採択 し 
まし た 。 

国民 の 安全 と 命 を 守る 立場 か ら 、「 オ スプ レイ 」 配 備 と 日 本 国内 で 低空 飛行 訓練 に 反 
対す る も の で す 。 政府 に お いて は 、 ア メリ カ 政 府 に 対し て 「 オ スプ レイ 」 配備 と 低空 飛 
行 訓練 の 中 止 を 強く 申し 入れ る べき で す 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意見 書 を 提出 し ます 。 








滝沢 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 


を 求め る 請願 に つい て の 意見 書 


3 5 人 以下 学級 に つい て 、 昨 年 義務 標準 法 が 改正 され 小学 校 1 学年 の 基礎 定数 化 が 
は か られ た も の の 、 今 年 度 小学 校 2 学年 に つい て は 加 配 措置 に 留まっ て いま す 。 

日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 
生徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひと ク 
ラス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 成 
及び 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 学校 の 望ま し い 学 
級 規 模 」 と し て 、26 人 て 30 人 を 挙げ て いま す 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 3 0 人 以下 学 
級 を 望ん で いる こと は 明らか で あり ます 。 








市 議 


意見 書 の 内 容 








社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必 
要 と な っ て いま す 。 また 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 容 
が 増加 し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 増加 や 障害 の 
ある 児童 生徒 の 対応 等 が 課題 と な っ て いま す 。 不 登校 、 い じ め 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 
化し て いま す 。 こ うし た こと か ら 、 学 級 規 模 縮減 以外 の 様々 な 定数 改善 も 必要 で す 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こ 
と が 憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予 算 に つい て 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、 
OECD 加盟 国 (2 8 カ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 し な っ て いま す 。 ま た 、 三位一体 改革 
に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 から 3 分 の 1 に 引き 下げ ら 
れ 、 自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条 
件 格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく ぐり に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 
未来 へ の 先行 投資 と し て 、 子 ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か 
ら 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 こ うし た 観点 か ら 、 政府 予算 編成 に お 
いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 国 の 関係 機関 へ 意見 
書 を 提出 いた し ます 。 


中 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 基 地 対 策 予算 の 増額 等 を 求め る 意見 書 


基地 施設 周辺 の 市 町 村 は 、 基 地 所 在 に 伴う 諸 問題 の 解決 に 向け て 鋭意 努力 し て いる 
と ころ で ある 。 

し か し 、 基 地 関 係 市 町 村 は 、 長 期 に 渡る 景気 低迷 に よる 地域 経済 の 著しい 疲 敵 や 、 
基地 所 在 に 伴う 特殊 な 財政 需要 の 増大 等 に より 大 変 厳 し い 財 政 状況 に ある 。 

こう し た 基地 関係 市 町 村 に 対し て は 、 こ れ ま で 総務 省 所 管 の 固定 資産 税 の 代替 的 性 
格 を 基本 と し た 基地 交付 金 (国有 提供 施設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 ) 及び 米 軍 資産 や 住 
民 税 の 非課税 措置 等 の 税 財政 上 の 影響 を 考慮 し た 調整 交付 金 ( 施 設 等 所 在 市 町 村 調 整 交 
付 金 ) が 交付 され て いる 。 

基地 交付 金 ・ 調 整 交付 金 に つい て は 、 基 地 所 在 に よる 特別 の 財政 需要 等 に か ん が み 、 
固定 資産 税 の 評価 替え の 翌年 度 に お いて 、 平 成 元 年 度 よ り 3 年 ご と に 増額 され て きた 経 
緯 が ある 。 

また 、 自衛 隊 等 の 行為 又は 防衛 施設 の 設置 ・ 運 用 に より 生ずる 障害 の 防止 ・ 軽 減 の 
た め 国 の 責任 に お いて 防衛 省 所 管 の 基地 周辺 対策 事業 が 実施 され て いる 。 








意見 書 の 内 容 





よっ て 、 国 に お か れ て は 、 基地 関係 市 町 村 の 実情 に 配慮 し て 下記 事項 を 実現 され る よ 

う 強 く 要 望 す る 。 
記 

1 基地 交付 金 及 び 調 整 交付 金 に つい て は 、 今 年 度 は 固定 資産 税 の 評価 替え の 年 度 に 
あたる た め 、 こ れ ま で 3 年 ご と に 増額 され て いる 経緯 を 十分 踏ま え 、 平 成 2 5 年 度 予算 
に お いて 増額 する と と も に 、 基 地 交 付 金 の 対象 資産 を 拡大 する こと 。 

2 基地 周辺 対策 経費 の 所 要 額 を 確保 する と と も に 、 各 事業 の 補助 対象 施設 及び 範囲 
の 拡大 等 の 適用 基準 の 更 な る 緩和 を 図る こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








西 和 人 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 15 日 

【 提 出 先 】 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 

【 件 名 】30 人 以下 学級 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 、 教 育 予算 拡充 を 求め 
る 意見 書 


平成 2 3 年 度 に 義務 標準 法 が 改正 され 、 小 学校 1 年 生 の 基礎 定数 化 が は か られ まし 
た 。 これ は 、3 0 年 ぶり の 学級 編成 標準 の 引き 下げ で あり 、 少 人 数 学級 の 推進 に 向け よう 
や く ス ター ト を 切る こと が で きま し た 。 

今回 改正 され た 義務 標準 法 の 附則 に は 、 小 学校 2 年 生か ら 中 学校 3 年 生ま で の 学級 編成 
票 準 を 順次 改定 する こと に つい て 検討 を 行い 、 法制 上 を 含め た 措置 を 講ず る こと と 、 措 軒 
を 講ず る 際 に 必要 な 安定 し た 財源 の 確保 に 努め る こと も 明記 され まし た 。 今後 、3 5 人 以 
下 学級 の 着実 な 実行 が 重要 で す 。 

日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学 級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て お り 、 一人ひとり の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、1 学級 規模 を 
引き 下げ る 必要 が あり ます 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 均 等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 
の 精神 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て 、 平成 2 0 年 に お ける GDP に 占め る 教育 費 公 財 
政 支 出 の 割合 は 、OECD 諸 国 の 中 で 日 本 は 最 下位 と な っ て いま す 。 また 、 三位一体 改革 
に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 
自治 体 財政 を 圧迫 し て いま す 。 将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 
教育 は 極め て 重要 で す 。 

未来 へ の 先行 投資 と し て 、 子 ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 
に つなげ る 必要 が あり ます 。 こう し た 観点 か ら 、 平 成 2 5 年 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下 
記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教育 
環境 を 整備 する た め 、 3 0 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 
と も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 修 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 教育 予算 の 充実 

















市 議会 名 意見 書 の 内 容 

の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
金ケ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 7 日 


【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 岩 手 
県 知事 
【 件 名 】 医 療 従事 者 の 増員 と 夜勤 改善 で 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 求め る 意見 書 


東日本 大 岩 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」「 介 護 崩壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 介 護 職 員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不 足 も 浮 き 彫 り に な り ま し た 。 

厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可 能 な 医療 
提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 替 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 喫緊 の 
課題 」 と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 替 制 労働 
者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で す 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地 域 医 療 再 生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並み に 増やし 、 
国民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 の 拡 
充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 

記 

1 看護 師 な ど 夜 勤 交代 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 3 2 時 間 以 内 、 勤務 間隔 
を 1 2 時間 以上 と する こと 。 

2 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 増やし 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 増員 する こと 。 

3 国民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 7 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 公 的 年 金 2. 59%6 の 引き 下げ に 反対 する 意見 書 


政府 は 、「 特 例 水 準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2. 5% の 年 金 引き 下げ を 行 お うと 
し て いま す 。 

2000 年 ~2002 年 当時 、 政 府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経 済 へ の 悪影響 を 考慮 し 
て 、 年 金額 を 据え 置い た も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

然るに 、 今回 、 高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 厳 し さ を 増 し て 
いる に も か か わら ず 、「 特 例 水 準 解消 、2.5% 削 減 」 を 強行 する こと は 、 高齢 者 の 生活 を 守 
る 立場 や 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

以上 の 趣旨 に か ん が み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
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記 
1. 公 的 年 金 の 2.5% 削 減 を 行わ な いこ と 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 7 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 景 気 に 悪 影響 を 及ぼ し 、 復 興 に 水 を 差す 消費 税 増税 に 反対 する 意見 書 


民主 党 ・ 野 田内 閣 は 、「 4 年 間 は 増税 し な い 」 と いう 政権 公約 を 踏み に じ り 、 国 民 
の 過半 数 の 反対 を 無視 し て 消費 税率 を 1 0%% へ と 引き 上 げ る 大 増税 法案 の 国会 審議 を 強 
行 し まし た 。 

年 金 や 医療 制度 を 改悪 し な が ら 「『 社 会 保障 と 税 の 一 体 改革 』 の た め 」 と 国民 を 偽り 、 
大 岩 災 や 原発 事故 に に っ て マイ ナス か ら の 再建 を 余儀 な くさ れ て いる 人 々 の 苦難 や 、 消 費 
税 を 価格 に 転嫁 で き な い 中 小 業者 の 苦し み を まっ た く 顧 みな い 姿 勢 は 言語 道断 と 言わ ざ 
る を えま せん 。 

一 方 、 大 企業 は 販売 価格 や 下請 単価 を 思い の まま に 設定 し 、 消費 税 負 担 を 消費 者 や 下請 
業者 な ど 弱 い 者 に 転嫁 し 、 増税 の 痛み を 回 避 し て いま す 。 それ ば か りか 、 輸出 上 位 10 社 
だ け で 年 間 8, 6 9 8 億 円 に の ぼる 消費 税 の 還付 金 は 、 税率 引き 上 げに 連動 し て さら に 増 
大 し 、 大 企業 の 懐 を 潤す こと に な り ま す 。 

そもそも 消費 税 は も っ と も 逆 進 性 が 高く 、 国 民 の 懐 と 内 需 を 冷え 込ま せ 経済 的 格差 を ひ 
ろ げ る 不 公 平 な 税制 で す 。 長 引く 不況 か ら よ う や く 上 向き つつ ある と の 指標 が 出 て いる 景 
気 に 、 悪 影響 を 及ぼ し ます 。 

消費 税 増税 を 実施 し な いよ う 求 め ま す 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 8 日 

【 提 出 先 】 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 

【 件 名 】 2013 年 度 の 国 の 予算 編成 に 向け て 、 3 0 人 以下 学級 実現 を 求め る 意 
見 書 


35 人 以下 学級 に つい て 、 昨 年 義務 標準 法 が 改正 され 小学 校 1 学年 の 基礎 定数 化 が は 
か られ た も の の 、 今 年 度 小学 校 2 学 年 に つい て は 加 配 措置 に 留まっ て いま す 。 

日 本 は 、OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ 
ス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学 級 編成 及 
ひび 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 
規模 」 と し て 、26 人 30 人 を 挙げ て いま す 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望 
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ん で いる こと は 明らか で あり ます 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 
と な っ て いま す 。 また 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 
増加 し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 増加 や 障害 の あ 
る 児童 生徒 の 対応 等 が 課題 と な っ て いま す 。 不 登校 、 い じ め 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化 
し て いま す 。 こ うし た こと か ら 、 学級 規模 縮減 以外 の 様々 な 定数 改善 も 必要 で す 。 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、OECD 
加盟 国 (28 カ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 ま た 、 三 位 一 体 改革 に より 、 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自 治 体 
財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生 
じ て い ます 。 

将来 を 担い 、 社会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 未 
来 へ の 先行 投資 と し て 、 子ども や 若者 の 学び を 切れ め な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 
雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 こ うし た 観点 か ら 、 政府 予算 編成 に お い 
て 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 く 求 め ま す 。 

記 

1. 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、OECD 諸国 並み の ゆたか な 教育 環 
境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義務 教育 費 国 庫 負担 制度 の 国 負 担 
割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 8 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 岩 手 


県 知事 


【 件 名 】 医療 従事 者 の 増員 と 夜勤 改善 で 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 求め る 意見 書 


東日本 大 岩 災 で は 、「 医 療 崩壊 」「 介 護 崩 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 
で 医師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不 足 も 浮 き 彫 り に な り ま し た 。 

厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 17 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 続 可 能 な 医 
療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 夜勤 ・ 交 替 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改善 は 、 喫 
緊 の 課題 」] と し て いま す 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 交 替 
制 労働 者 の 増員 と 、 労 働 環境 の 改善 の た め に 、 法 規制 が 必要 で す 。 

岩 災 か ら の 復興 、 地域 医療 再生 の た め に も 、 医 療 ・ 社 会 保障 予算 を 先進 国 並み に 増 
や し 、 国 民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 

医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 護 ・ 介 護 
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の 拡充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 し ます 。 
記 
1. 看護 師 な ど 夜 勤 交替 制 労働 者 の 労働 時 間 を 1 日 8 時 間 、 週 32 時 間 以 内 、 勤 務 間 
隔 を 12 時 間 以 上 と する こと 。 
2. 医療 ・ 社 会 保障 予算 を 増やし 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 増員 する こと 。 
3. 国民 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








田野 畑村 


【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 復元 に 関す る 意見 書 


日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当り の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 
社会 状況 等 の 変化 に より 、 学 校 は 1 人 ひと り の 子供 に 対す る キメ 細か な 対応 が 必要 
と な っ て いま す 。 また 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 間 数 や 指導 内 容 が 
増加 し 、 特別 な 支援 を 必要 と する 子ども 、 障害 の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 が 課題 と な っ 
で いま す 。 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こ 
と が 憲法 上 の 要請 で す 。 将来 を 担う 未来 へ の 先行 投資 と し て 、 政府 予算 編成 に お いて 下 
記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
1. 少 人 数 学級 を 推進 し 、 当 面 30 人 以下 学級 に する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国庫 
負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


中 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 
【 件 名 】 公 的 年 金 の 引き 下げ に 反対 する 意見 書 


厚生 労働 省 は 「 特 例 水準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2.59% の 年 金 引 き 下 げ を 行 お う 
と し て いま す 。 

過去 の 特例 措置 は 、 時 の 政情 も 反映 し て 政府 の 都合 に より 実施 され た も の で あり 、 加 え 
て その 後 は この 措置 を 据え 置い た まま 、 消 費 者 物価 指数 を も と に 軽減 措置 を と っ て お り 
適切 な も の と 考え ます 。 

いま 高齢 者 を 取り 巻く 状況 よ 、 ま すま す 厳 し く な っ て お り 、「 特 例 水 準 解消 2.5% 削 減 」 
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を 強行 する こと は 絶対 に 認め る 事 が で きま せん 。 
以上 の 理由 か ら 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 要望 いた し ます 。 
記 


Dul 


1. 公 的 年 金 の 2. 5% 削 減 は 行わ な いこ と 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





中 


代 村 


【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 20 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 2. 5%% の 引き 下げ に 反対 する 意見 書 


厚生 労働 省 は 、「 特 例 水 準 」 を 解消 する と し て 、 3 年 間 で 2.59% の 年 金 引き 下げ を 行 

お うと し て いま す 。 
当時 、 政府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 金額 を 据え 置い た 

も の で あり 、 適切 な 措置 で あっ た と 思い ます 。 然るに 、 今 回 、 高 齢 者 を 取り 巻く 状況 は 
当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 激 し さ を 増 し て いる に も か か わら ず 、「 特 例 水準 ・2.596 削 
減 」 を 強行 する こと は 、 高齢 者 の 生活 を 守る 立場 か ら も 、 地域 経済 を 活性 化す る 立場 か 
ら も 認め る こと は で きま せん 。 

以上 の 趣旨 に 鑑み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
記 
1 公 的 年 金 の 2.59% 削 減 は 行わ な いこ と 。 


Dl 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








軽米 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 

【 提 出 先 】 総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 
意見 書 


昨年 義務 標準 法 が 改正 され 、35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 学年 の 基礎 定数 化 が 
は か られ た も の の 、 今 年 度 小学 校 2 学年 に つい て は 加 配 措置 に 留まっ て いる 。 

日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 あたり の 児童 生徒 や 教員 一 人 当たり の 児童 生徒 
数 が 多く な っ て いる 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、1 ク ラス の 学 
級 規 模 を 引き 下げ る 必要 が ある 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 成 及 び 教 職員 定 
数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規模 」 と し 
て 、26 人 か ら 30 人 を 挙げ て いる 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる 
こと は 明らか で ある 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細やか な 対応 が 必 











市 議会 


意見 書 の 内 容 





要 と な っ て いる 。 また 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 容 が 
増加 し て いる 。 また 、 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 増加 や 障 が 
い の あ る 児童 生徒 の 対応 等 が 課題 と な っ て いる 。 不 登校 、 い じ め 等 生徒 指導 の 課題 も 深 
刻 化し て いる 。 こ うし た こと か ら 、 学 級 規模 縮減 以外 の 様々 な 定数 改善 も 必要 で ある 。 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと 
が 一 法 上 の 要請 で ある 。 し か し 、 教 育 予 算 に つい て 、GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、 
OECD 加 盟 国 (28 カ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下位 と な っ て いる 。 

また 、 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 
3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に 
み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いる 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく ぐり に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で ある 。 
未来 へ の 先行 投資 と し て 、 子ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か 
ら 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が ある 。 

こう し た 観点 か ら 、 政 府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 強く 要望 する 。 

記 

1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 
環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 
と と も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 











【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 15 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 2.596 引 き 下 げに 反対 する 意見 書 


厚生 労働 省 は 、「 特 例 水 準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2.59% の 年 金 引 き 下 げ を 
行 お うと し て いま す 。 

当時 、 政府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 金額 を 据え 置い 
た も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

然るに 、 今回 、 高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 厳 し さ を 増 し 
て いる に も か か わら ず 、「 特 例 水準 解消 ・2.596 削 減 」 を 強行 する こと は 、 高齢 者 の 生活 
を 守る 立場 か ら も 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

以上 の 趣旨 に か ん が み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 
1 、 公 的 年 金 の 2.59% 削 減 は 行わ な いこ と 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 








意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 衆 議院 議長 、 参 議院 議 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 


意見 書 


35 人 以下 学級 に つい て 、 昨 年 義務 標準 法 が 改正 され 小学 校 1 学年 の 基礎 定数 化 が 
は か られ た も の の 、 今 年度 小学 校 2 学年 に つい て は 加 配 措置 に 留まっ て いま す 。 

日 本 は 、OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 
生徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、1 ク ラ 
ス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学 級 編 制 及 
ひび 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高 の 望ま し い 学級 規 
模 」 と し て 、26 人 ~30 人 を 挙げ て いま す 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 30 人 以下 学級 を 望ん 
で いる こと は 明らか で あり ます 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必 
要 と な っ て いま す 。 また 、 新しい 学習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授業 時 数 や 指導 内 容 
が 増加 し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちの 増加 や 障害 の 
ある 児童 生徒 の 対応 等 が 課題 と な っ て いま す 。 不 登校 、 い じ め 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 
化し て いま す 。 こ うし た こと か ら 、 学 級 規模 縮減 以外 の 様々 な 定数 改善 も 必要 で す 。 

子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こ 
と が 憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教育 予算 に つい て 、 GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、0ECD 
加盟 国 (34 カ国 ) の 中 で 日 本 は 最 下位 と な っ て いま す 。 

また 、 三位一体 改革 に より 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 
3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正 規 雇 用 者 の 増大 な ど に 
み ら れ る よう に 教育 条件 格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 
未来 へ の 先行 投資 と し て 、 子 ども や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か 
ら 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 地方 自治 法 第 
99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 

記 
1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、0OEGCD 諸国 並み の 豊か な 教育 環 

境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 


2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 
と と も に 国 負 担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 











意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 24 年 6 月 19 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 公 的 年 金 の 削減 に 反対 する 意見 書 


厚生 労働 省 は 、「 特 例 水 準 」 を 解消 する と し て 、3 年 間 で 2. 5% の 年 金 引き 下げ を 行 
お うと し て いま す 。 

当時 、 政府 は 高齢 者 の 生活 実態 と 、 経済 へ の 悪影響 を 考慮 し て 、 年 金額 を 据え 置い た 
も の で あり 、 適 切な 措置 で あっ た と 思い ます 。 

然るに 、 今回 、 高齢 者 を 取り 巻く 状況 は 当時 と 比較 し て も 、 ま すま す 上 厳し さ を 増 し て 
いる に も か か わら ず 、「 特 例 水準 解消 ・2.59% 削 減 」 を 強行 する こと は 、 高齢 者 の 生活 を 
守る 立場 か ら も 、 地 域 経済 を 活性 化す る 立場 か ら も 認め る こと は で きま せん 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 公 的 年 金 の 2.596 削 減 は 行わ な いよ う 強 く 要 望 し ます 。 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








